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※フロン排出抑制法では、国から「情報処理センター」として指定を受けた
電子情報処理組織を利用できます。

情報処理センターとは
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第一種フロン類充塡回収業者 第一種特定製品の管理者

ステップ１ ・冷媒管理システムへ、会社情報等を登録する。（無料） ・冷媒管理システムへ、会社情報等を登録する。（無料）

ステップ２ ・充塡量・回収量等を登録（入力）する。（有料：100円（税別）／回）

ステップ３ ・充塡量・回収量等が通知される。
・記録・保存、算定漏えい量計算に活用できるCSVデータがダ
ウンロード可能。（無料）

情報処理センターの利用方法
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情
報
処
理
セ
ン
タ
ー

容易な
集計処理

情報処理センターの利用による
漏えい量の算定

3



一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構

管理者の資料作成データ出力

算定漏えい量報告のための基礎資料作成データの
出⼒が随時可能

管理者は、充塡回収業者により情報処理センターに登録されたデータにもとづき、
算定漏えい量報告に必要な情報を以下の出⼒⽅式で利⽤可能です。
１）編集可能なＣＳＶデータ
２）全社、統括部、事業所ごとのPDF出⼒
３）国の報告書作成支援ツールへ適合したCSVデータ
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算定漏えい量のCSVデータ出力イメージ

冷媒／都道府県別、施設名称別などの編集が可能
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算定漏えい量のPDF出力イメージ
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国へ提出する報告書にこのまま添付することが可能
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国の報告書作成支援ツールへ
適合したデータ出力

情報処理センター

国の報告書作成支援ツール

報告書作成支援ツールへ
適合したデータ（CSV）

情報処理センターからデータのダウンロード

支援ツールへのデータのインポート
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報告書作成支援ツールの機能
①報告書作成支援ツール（エクセル）に直接報告データを⼿⼊⼒し報告書を作成
②情報処理センターが提供するデータを報告書作成支援ツールに読み込んで報告書を作成

充塡回収業者 都道府県

情報処理
センター

事業担当者
電子報告システム
（＊２）

充塡・回収
登録

集約データ

充塡・回収
証明書

集約
機能

報告書作成
支援ツール（＊１）

県データ切出し

Web

直接入力

報告書
EXCEL.XML

事業所管轄省庁 制度所管轄省庁

確認・受理・差戻し 集計・公表

算定漏えい量報告
の集計結果の報告立入検査/報告徴収/

指導/助言 等

算定漏えい量報告

充塡・回収量報告

立入検査/報告徴収/

指導/助言 等

(＊２) 省エネ法 温対法電子報告
システムに同居予定。
同一ユーザIDを利用可能予定。

国

報告書作成支援ツール、電子報告システムについて
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算定漏えい量集計のための統括部署登録

• 管理者は本社、支社を統括部署として登録し、支社、事業所とそれ
ぞれ紐付けることで階層構造（3階層まで）の構築ができます。

• 本社は統括部署として簡単に全社の算定漏えい量を集計、確認する
ことができます。

• 本社は支社、事業所の全データを閲覧できます。

するのが大変
集計

するのが大変

算定漏え
い量！
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冷媒管理システム

冷媒管理システムでは、情報処理センターの機能に加え、
フロン類の電⼦的な情報管理ができることをご紹介します。

１．冷媒管理システムについて
２．ログブック（点検整備記録簿）の作成・記録・保存
３．簡易点検の記録・保存
４．電⼦⾏程管理票
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情報処理センター

冷媒都道府県
報告

破壊の記録

算定
漏えい量

引取証明書
再生・破壊証
明書交付回付

再生の記録記録充塡回収
業者の記録

行程管理票
の保存

ログブック 電子行程管理システム

設置・
機器登録

定期点検
整備

(充塡・回収）
廃棄 再生・破壊

充塡回収量登録 作業内容登録充塡回収量登録 作業内容登録

行程管理票記入

データ出力

冷媒管理システム

１．冷媒管理システム（全体像）
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基本機能（情報処理センター機能）
・充塡・回収量を情報処理センターへ登録
・算定漏えい量集約データ出⼒
点検・整備記録簿（ログブック）
・ログブック（簡易点検を含む）の記録と保存
・ログブックへの充塡・回収量の記録と情報処理センターへの登録を兼⽤

（１回の⼊⼒で同時に登録が可能）
⾏程管理票起票・交付・保存
・機器廃棄時の⾏程管理票管理
・機器整備時の回収冷媒と⾏程管理票の連動
破壊・再生証明書の起票・回付・保存
・⾏程管理票のF票より連動

１．冷媒管理システム（機能）
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２．ログブック（点検整備記録簿）
• ログブックを電⼦的に作成でき、機器の設置から廃棄するまでの履歴を記
録・保存できます。

• ログブックへの充塡・回収量の記録と情報処理センターへの登録が同時に
⾏えます。（１回の⼊⼒で同時に登録される）

• 機器⼀覧で機器ごとおよび全体の算定漏えい量を表⽰します。
• 機器⼀覧で機器ごとの点検時期を色表⽰させることができます。
• 登録された機器の⼀覧をCSV出⼒することで機器管理台帳等を作成するこ
とも可能です。

＊ログブックは有料で初期開設費⽤が500円（税別）/台（シール付600円
（税別））かかります。また1年を超えてデータ登録を⾏うときに更新料
として100円（税別）がかかります。

＊ログブック利⽤料⾦イメージ：機器を1,000台所有の管理者であれば、
初年度 600,000円、次年度以降 100,000円／年となります。
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２．ログブック（画面イメージ）
充塡回収業者がデータ⼊

される。

充塡回収業者がデータ⼊
⼒するときの画⾯。
充塡・回収量は情報処理
センターにも同時に登録
される。

点検・整備の履歴画⾯
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２．ログブック（一覧画面）
「点検整備記録簿⼀覧表」を表⽰させて、登録された機器の⼀覧が⾒れます。

⼀覧している機器の合計の算定漏⼀覧している機器の合計の算定漏
えい量と機器ごとの算定漏えい量
（累計・年度）が確認できます。

機器の定期・簡易点検時期にあ機器の定期・簡易点検時期にあ
わせて色表⽰させ管理すること
ができます。
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３．簡易点検の記録と保存

ログブックを利⽤いただくと簡易点検の記録と保存ができます。
（無料）

フォーマットの点検
した項目にチェック
を⼊れるだけで簡単
に記録できます。

１6

一般財団法人 日本冷媒・環境保全機構

４．電⼦⾏程管理票
• 機器の廃棄時に必要な⾏程管理票について、電⼦⾏程管理票を利⽤
すれば電⼦的に管理できます。(有料：100円（税別）/回)

• 紙の⾏程管理票と全く同じフォーマットで電⼦的な運⽤と回収依頼
書や引取証明書の電⼦的な保存が可能です。

A票 E票
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※フロン排出抑制法では、国から「情報処理センター」として指定を受けた
電子情報処理組織を利用できます。

【参考】情報処理センター利用の手順①～⑧

①

②

③④⑤

⑦⑥

⑧

①

②
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【参考】情報処理センター利用の手順①～⑧

①管理者、充塡回収業者はシステム（情報処理センター）を利⽤する
ために事業所登録を⾏う。

②管理者が充塡回収業者に点検・整備（充塡・回収）を委託する。
③充塡回収業者がシステムに充塡・回収のデータを⼊⼒する。
④システムから管理者に⼊⼒データの登録承諾依頼メールが送信される。
⑤管理者は充塡回収業者の⼊⼒したデータの確認、承諾を⾏う。
⑥充塡・回収のデータがシステムに登録される。
⑦システムから充塡回収業者に管理者が承諾した旨の確認メールが

送信される。
⑧管理者はシステム（情報処理センター）に登録されたデータを

いつでも閲覧、出⼒でき算定漏えい量報告に利⽤できる。

＊情報処理センターについては、管理者は全て無料でご利⽤いただくことができます。
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①事業所登録

情報処理センターを利⽤する事業所（管理者、充塡回収業者）は
システムに事業所登録をする必要があります。
JRECOのホームページから、冷媒管理システム（情報処理センター）
を開きます。

ログイン画⾯ログイン画⾯
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ログイン画⾯の
「事業所登録」ボタン
をクリックします。
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登録業種は「管理者・廃棄者」を選択登録業種は「管理者・廃棄者」を選択
します。

管理者は本社情報を⼊⼒します。管理者は本社情報を⼊⼒します。

ＩＤとＰＷは利⽤者で決めます。ＩＤとＰＷは利⽤者で決めます。

各項目に登録した内容を確認して
事業所登録は完了です。
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②管理者から充塡回収業者への
充塡・回収の委託
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充塡量・回収量等
の記録・保存

管理者が整備者に整備の発注を⾏い、充塡・回収が必要
な場合は、充塡回収業者に充塡・回収の委託を⾏います。
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◆充塡（回収）証明書の交付に代わる情報処理センターへの登録
１）管理者の承諾
２）登録事項に相違がないことを確認
３）充塡（回収）した日から２０日以内に登録
◆情報処理センターへの登録事項
１）整備を発注した管理者（⾃らが充塡回収業者である場合を含む。）の⽒名⼜は名称及び住所
２）フロンを充塡（回収）した機器の所在
３）フロンを充塡（回収）した機器を特定するための情報
４）フロンを充塡（回収）した充塡回収業者の⽒名⼜は名称、住所及び登録番号
５）情報処理センターへの登録年⽉日
６）フロンを充塡（回収）した年⽉日
７）充塡（回収）したフロンの種類（冷媒番号区分の別）ごとの量
８）当該機器の設置に際して充塡した場合⼜はそれ以外の整備に際して充塡した場合の別

（※充塡証明書のみの記載事項）

③充塡回収業者によるシステムへの
充塡・回収のデータ入力

充塡回収業者は必要な登録事項をシステムにデータ⼊⼒し、
管理者の登録承諾を求めます。
（登録に対してシステムから充塡回収業者に108円が課⾦されます。）
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④管理者への登録承諾依頼メール

データ⼊⼒ 通知メイル

管理者充塡回収業者
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⑤管理者による登録内容の承諾
管理者は、伝票を開いて、
管理者の承諾欄に記名し
ます。
内容を確認して充塡回収
業者へ登録確認をします。

⑥ 情報処理センターへの
データ登録完了
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⑦充塡回収業者への承諾完了メール

登録承諾通知メイル

管理者充塡回収業者
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⑧管理者の閲覧と資料作成データ出力

◆登録されたデータの閲覧が随時可能

◆算定漏えい量報告のための基礎資料作成データの
出⼒が随時可能

管理者は、充塡回収業者により情報処理センターに登録されたデータにもとづき、
算定漏えい量報告に必要な情報を以下の出⼒⽅式で利⽤可能です。
１）編集可能なＣＳＶデータ
２）全社、統括部、事業所ごとのPDF出⼒
３）国の報告書作成支援ツールに適合したCSVデータ
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